















































條は家族, 国家, 軍隊, 警察, 学校, 病院, 企
業, 組合, 教会, 社交クラブ, 同好会, 同窓会,
親睦会などを挙げている｡ 家族が真っ先に位置
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と, そこには組織が出現する｣ (中條, 1998,















夫婦の役割分担』 ([6] 180 頁) が, すなわち



































団をいう｡ 語源 ｢いへ｣ の ｢へ｣ はヘッツイ
(かまど) のこと｡ 火をともにする集団を意味
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概念に変更した｡ 戦後民主主義による家族制度








































































































































｢ここには 2 つの問題が含まれている｣ (p.
129) と稲村は指摘する｡
第一は, ｢程度の差の問題が本質的な区別と
















































































くしが ｢集団における組織｣ について ｢機能単
位としての組織イメージはそれほど強く出てこ






























































られていようと, 組織人である限り, 所詮, 団
体運営のための機能単位でしかないと発想して
いる｡ しかるに, 稲村は ｢管理には管理するも
のと管理される者が生ずるのは避けられない｣





































































論文 (中條, 2009) で批判しておいた｡
4 ｢運営か管理か？｣
管理に関して, ｢ルーズな用語法が中條理論
にはしばしば登場する｣ (p. 130) と稲村はい
う｡ その背景には, ｢管理概念の曖昧さがある｣





















































































しかしながら, 近頃でこそ, ｢病院経営｣ や











(Drucker, 1990) などを著し, 経営が非営利
団体, たとえば病院や社会福祉団体や公益法人


















































































































ちえない｡ 要するに, 総理大臣であろうと, 社
長であろうと, 大学の理事長であろうと, ｢団












































































現代社会は ｢団体の時代｣ である｡ 稲村は
｢現代は 『組織の時代』 ではなく 『団体の時代』
であるとでも宣言されてもおかしくないところ
だが, そこまでは踏み出さないというのも奇妙
といえば奇妙である｣ (p. 126) というが, わ












いう公的団体 (公法人) が活動している｡ 民間
レベルでも宗教団体や社会福祉団体あるいは学
校 (法人) といった公益法人があり, 労働組合
や協同組合などの中間法人があり, また先ほど
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言葉であるが, 中條の 『新論』 に促されて法律
関係の書を紐解くと, 商法・民法・憲法などの
分野でごく当たり前のようによく使われている
言葉であることが分かる｡ 本稿の 2-4 で 『法学
では一定の重要性を持つ言葉となっているよう





『岩波講座 基本法学 2―団体』 で, ｢目的集団
のみならず, 自生的集団もすべて団体と捉えら


































































見て, そこに書いてある ｢定義らしいもの｣ か
ら判断し, ｢その規定によれば団体は明らかに
われわれが一般に組織と呼んでいるものと同じ




る｣ (p. 73) と自分勝手な推測をし, 団体＝組
織という自らの図式で納得するのである｡ そし
て, ｢ただし, かかる呼称例の存在は, その呼
称が正しいことを意味しない｣ (p. 73) と力強
く宣言する一方, ｢家族や氏族などの自生的集
団を目的集団と同列に並べて団体と呼ぶのは組





























1913) については ｢社会的関係の類型化｣ とし
て, また後期ウェーバーの 『社会学の根本問題』

























強制の関係軸｣ と ｢ゲマインシャフト (共同社
会関係) －ゲゼルシャフト (利益社会関係) の
関係軸｣ の二つの関係軸で類型化するのである｡
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